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概要

Λ ハイパートライトン (3ΛH; 中性子、陽子、Λ で構成される粒子) はハイペロンを含む最も単純な束縛ハ

イパー核である。3
Λ H の Λ 束縛エネルギーは 130 ± 50 keV と過去のエマルジョン実験で得られており、

その小さい束縛エネルギーを用いるとハイパートライトンの寿命は Λ と同程度と予想される。しかし、実

際の寿命測定では Λ の寿命よりも有意に短い結果が得られている。この小さい束縛エネルギーと短寿命性

の矛盾は「ハイパートライトンパズル」と呼ばれ、ハイパー核物理で特に優先度の高い解決すべき問題とし

て注目されている。我々のグループは、近年確立した電子線を用いたハイパー核分光法を用いて Λ 束縛エ

ネルギーを高精度で決定し、パズルを解決へと導くことを目指す (JLab C12-19-002 実験)。

　我々は米国・ジェファーソン研究所（JLab）において本実験を計画している。4.24 GeV のエネルギー

を持つ連続電子線を 50 µA の大強度で極低温ヘリウムガス標的に照射し、3He(e, e′K+)3ΛH 反応からの散

乱電子と K+ 中間子をそれぞれ高分解能磁気分光器 HRS および HKS で測定し欠損質量分光する。本実

験では、Λ 束縛エネルギーのトータルの誤差 (統計、系統誤差を考慮して) を 100 keV を切ることを目指

している。

　本研究では、極低温ガス標的の基本設計を行った。ガス標的はセルに封入し、その標的セルを真空チェン

バにインストールしてビームを照射する。標的ガス密度の不定性やセルの厚さの一様性 (不定性) は信号の

統計量だけでなく最終的な物理結果に誤差を生じさせる大きな要因の一つとなるため、注意して押さえるべ

き仕様、特にガス標的セルの形状や大きさ、セル厚を決める必要がある。私は以下の三つの要素を考慮して

基本設定を決定した：(1)標的系物質による計測の誤差への影響、(2)真空中での熱伝導を用いた除熱性能、

(3) 耐圧や他のコンポーネントとの物理的干渉やビーム光学アクセプタンス等の機械的要求。(1) (3) の評

価については Geant4 モンテカルロシミュレーションを使用し、(2) の評価には 3 次元有限要素法解析ソ

フト ANSYS を用いた。本研究により、ガスセルを 「ツナ缶タイプ」、大きさを「ϕ200 mm」、セル厚を

「0.3 mm」 と決定した。また、本実験ではヘリウムガス以外にも他の固体標的を使用する計画であり、そ

れらの標的も同システムで実験に使用できるような統合的システムの概念的設計も決定した。本研究で基礎

設計を決定したことにより、 JLab の標的グループと詳細設計を進めることが可能となった。
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1 序論

1 序論

本研究では、現在計画している電子ビームを用いた Λ ハイパー核分光実験の

ための標的の基本設計を行った。本節では、まず修士論文の内容に入る前の導入

としてハイパー核研究の意義やこれまでの実験的な試みを述べる (1.1–1.2 章)。

また、1.3 章では計画中の実験の物理動機と本修士論文としての研究の目的を述

べる。

1.1 ハイパー核とは

1.1.1 ハイパー核と相互作用研究
ハドロンの一種であるバリオンは 3 つのクォークで構成されている。核子で

ある陽子、中性子は第一世代のクォークである u、d クォークの２種によりそれ

ぞれ uud と udd で構成される。しかしバリオンの中には、第二世代である s

クォークを含めた u、d、s の３種のクォークで構成された Λ、Σ、Ξ、Ω 粒子と

呼ばれるものが存在する。これら s クォークを含むバリオンをハイペロンと呼

び、ハイパー核とは、通常の原子核と異なりそのようなハイペロンを含んだ原子

核のことである。なお、スピン Jp = 1
2

+ であるバリオンはバリオン８重項と呼

ばれ図 1.1のように、スピン Jp = 3
2

+ であるバリオンはバリオン 10重項と呼ば

れ図 1.2のようにまとめられる。

図 1.1 バリオン８重項 図 1.2 バリオン 10重項
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1 序論 1.1 ハイパー核とは

ハイペロンの特徴として、核子と異なりストレンジネスと呼ばれる量子数を持

つことが挙げられる。この量子数の存在により、単粒子ハイペロンは核子からの

パウリの排他率の影響を受けることなく全ての軌道に入ることができる。すなわ

ち、ハイパー核の分光から原子核の深部の情報を得ることができるという特徴を

持ち、通常原子核の分光において質量数の大きい原子核深部を調べるのは容易で

ないのに対し、Λハイパー核の場合、原子核深部にはっきりとした殻構造が鋭い

ピークとして観測される。殻構造の教科書的例として Λ ハイパー核が良く取り

上げられるのはこの性質による。現在、ハイペロン-核子間 (Y N) 相互作用を求

めることが、ハイパー核研究の主要な課題の一つであり、バリオン・バリオン間

(BB) 相互作用の統一的理解につながるため大きな注目を浴びている。相互作用

を求めるために用いられる主流な方法として、散乱実験が挙げられるものの、ハ

イペロンビームを用いた散乱実験はハイペロンの寿命の短さにより困難である。

そのため、原子核中にハイペロンを束縛させハイパー核を生成し、そのエネル

ギー構造を理論模型を介して解析することにより ΛN 間の有効相互作用を求め

るという手法が主にとられている。

また、ハイパー核分光実験において、通常核では調べることが困難な状態間の

エネルギー差について議論することができる。これは、ハイペロン・核子間相互

作用が核子・核子間相互作用よりも弱いことにより通常核よりもハイパー核の状

態幅が狭いためである (高い励起状態でも高々数 100 keV 程度であると予想さ

れる)。

1.1.2 Λ ハイパー核研究の歴史
ここでは、これまで行われてきたハイパー核研究、及び実験についての歴史を

まとめる。

ハイパー核研究は、1952年にM. Danyszと J. Pniewskiによって、宇宙線に

ついてのエマルジョン（原子核乾板）実験の中で Λ 粒子を含んだ原子核が発見

されたことに始まる [1]。その後エマルジョン、泡箱を用いて軽い質量領域のハ

2



1 序論 1.1 ハイパー核とは

イパー核の基底状態の研究が行われた。これらの測定では Λ ハイパー核の弱崩

壊後の荷電粒子の飛跡から物理量を導出する。質量の大きなハイパー核は崩壊核

の飛程の短さから測定が困難であり、また、中性子放出確率の大きい中性子過剰

な核種についても測定が難しい。崩壊トポロジーや以上に挙げた中性子過剰核等

の同定の難しい核種を除き、十分統計をためれば Λ 束縛エネルギー測定の系統

誤差も典型的に 50 keV 程度と小さく、高精度のデータが供給できるのが特徴で

ある。しかし、弱崩壊の時間スケール (数百ピコ秒程度) に比べて γ 線を放出す

る脱励起の時間スケールが非常に短いため、励起状態のハイパー核がエマルジョ

ン内で生成されたとしても、エネルギー解析に使用できる飛跡は脱励起後もの、

つまり基底状態のハイパー核由来であることがほとんどである [2]。

1970年代に加速器技術が発達したことで、K 中間子ビームによる (K−, π−) 反

応を用いた実験が CERN や BNL にて行われるようになり、質量数の大きい Λ

ハイパー核の測定が可能となった。この (K−, π−)反応の利点として運動量移行

が小さいため、重たいハイパー核を測定しても原子核表面に Λ を束縛させた状

態が主に励起されるという特徴がある。

さらに 1980 年代には数 MHz の大強度 π 中間子ビームによる (π+, K+) 反

応を用いた実験が BNL、KEK で行われるようになった。(π+, K+) 反応は、

(K−, π−) 反応とは対照的に運動量移行が大きいため、原子核深部に Λ 粒子を束

縛させることができる。この反応を用いた一連の測定結果から、原子核中で Λ

がコア原子核と独立的なふるまいをする理論描像 (Λが原子核中に入ることによ

り、コア原子核がの性質が壊れず個性を維持した状態のものに Λ が結合すると

いう描像；弱結合模型) が近似的に有効であることが示された。

1990 年代からは、ゲルマニウムを用いた半導体検出器による γ 線分光実験が

行われ、ハイパー核の励起エネルギーを数 keV [全幅 (FWHM)] といった、超高

分解能で測定することが可能となった。本手法は、Λ ハイパー核が励起状態から

脱励起した際の γ 線を高精度で測定し特定の状態間のエネルギー間隔を決定す

る方法である [3]。そのため、励起状態のハイパー核の質量や状態エネルギーの

3



1 序論 1.1 ハイパー核とは

絶対値を決める際には基準となる測定 (例えば、エマルジョン実験で決定された

基底状態の Λ束縛エネルギー)を用いる必要がある。

そして、2000 年に米国・トーマスジェファーソン研究所 (JLab) において施

行され、実験原理が証明されたのが (e, e′K+) 反応を用いた反応分光実験であ

る [4, 5]。本手法では、従来の二次ビームを用いた (K−, π−)、(π+, K+) 反応分

光実験とは異なり、一次電子ビームを用いることで、得られるエネルギースペク

トラムの分解能を向上させることが可能となる。例えば、10B(e, e′K+)10Λ Be の分

光結果はこれまでに取得された 10B(π+, K+)10Λ B の結果と比べ３倍程度分解能が

高かった [6]。なお、10
Λ Be 高分解能測定の成功により、従来の殻模型を用いた理

論計算では再現できない構造が発見され、理論模型の拡張が試みられている [7]。

さらに近年では、CERN [8]、BNL [9, 10] や GSI [11] 等の施設で、重イオン

ビームを用いた Λ ハイパー核の不変質量測定法による束縛エネルギーの測定や

寿命の測定が行われている。

1.1.3 Λ ハイパー核の反応分光実験
前節で紹介したとおり、Λ ハイパー核の反応分光を行う際に使用する反応とし

て主に (K−, π−)反応、(π+, K+)反応、(e, e′K+)反応が挙げられる (図 1.3)。

これらの反応を用いる Λ ハイパー核の反応分光実験では、入射粒子及び反応に

よって散乱・生成される粒子の運動量と角度の情報から生成されたハイパー核の

質量を欠損質量を用いて求め、その核構造を調べる (分光する)。以下にそれぞれ

の反応の特徴をまとめる:

• (K−, π−)反応

この反応は図 1.3が示すように、s クォークの交換によって標的中の中性子

を Λ 粒子に変換させる反応である。吸熱反応であるため、K 中間子を標的中

に静止させた状態で反応を起こさせることも可能である。(K−
stop, π

−) 反応の

場合、K 中間子の運動量を測定する必要がないという特色がある。なお、運

動量移行は小さく、深い束縛状態の励起はできない。

4



1 序論 1.1 ハイパー核とは

図 1.3 (K−, π−)、(π+,K+)、(e, e′K+) 反応の簡易的なファインマンダイアグラム。(e, e′K+) 反応で
は他の反応と異なり、陽子を Λ に変換する。また、(e, e′K+) 反応は (π+,K+) 反応と同様に、ストレン
ジ-反ストレンジクォーク対を生成する反応で、ビーム粒子中のストレンジクォークを核子のクォークと交
換する反応とは機構が異なる点も大きな特徴である。

• (π+, K+) 反応

この反応は図 1.3が示すように s クォーク-反 s クォークの対生成によって、

標的中の中性子を Λ 粒子に変換させる反応である。運動量移行が大きいた

め、生成された Λ 粒子の軌道角運動量が反応前の核子と異なる確率が高いた

め、深い軌道状態に Λが束縛したハイパー核を生成、分光することができる。

• (e, e′K+) 反応

この反応は他の 2つの反応と異なり、標的中の陽子を Λ 粒子に変換させる反

5



1 序論 1.1 ハイパー核とは

応である。また、本反応ではスピン１を有する光が媒介することにより、核

子をスピン反転させる強度が他の反応と比べて非常に強い。そのため、得ら

れる Λハイパー核のスピン反転・非反転の両方の状態の測定が可能である。

運動量移行は、(π+, K+) 反応と同様、０度粒子の測定においてビーム運動量

を 1.5 GeV/c と取ると 300 MeV/c 程度であり、大きい。そのため、最外殻

の核子を Λ に変換しその Λ を原子核深部に束縛させるだけの十分な角運動

量を確保できる。

図 1.4 (K−, π−)、(π+,K+)、(γ,K+)反応における、Λ粒子の反跳運動量のビーム運動量依存性 [12]。
後述のように、(e, e′K+) 反応では仮想光子を介して反応が起こるため、ここで示す (γ,K+) 反応が
(e, e′K+) 反応に対応する。散乱粒子の散乱角度が０度、１０度の場合の相関を示す。

さらに、(e, e′K+) 反応を用いた欠損質量分光には実験的な特筆すべき特徴が

ある：

1.「一次ビームの使用が可能」

(K−, π−)反応と (π+, K+)反応では、加速器で加速した陽子を一次標的に照

射し、そこで生成される K や π 中間子を実験標的に入射するビームを使用

するという二次ビームを用いた実験であった。しかし、二次ビームはエネル

ギーの広がりやビームサイズを小さく抑えるのは難しく、さらに二次ビーム
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をスペクトロメータを用いて測定する必要があるため、ビーム測定検出器の

計数率耐性の制約により主にビームレートが限定され、多くの場合は数 MHz

程度が限界である。そのため、現実的なビームタイムで十分な収量を得るた

めには厚い標的を使用する必要があり、厚い標的物質が起因となるエネル

ギーストラグリングや多重散乱の効果により、得られるエネルギースペクト

ラムの分解能も制限されてしまっていた。一方、一次電子ビームを用いるこ

とができる (e, e′K+)反応を用いる実験においては、(a) ビームの空間的広が

り・エネルギー幅やふらつきが小さい、(b) 大強度ビームの供給が可能であり

標的厚を薄くしても十分な統計が得られる、という特徴がある。(b) の利点

が得られるのは、(a) の特徴からビームを事象毎に測定する必要が無いとい

う事も重要な理由である。つまり、ビームの性質の良さと標的が起因となる

分解能の抑制の効果を損なわない程度に、散乱粒子の測定分解能を高めるこ

とができれば原理的に二次ビームを用いた実験よりも高分解能で Λ ハイパー

核が分光できる。私たちのグループは、散乱粒子を高分解能で測定する分光

器を開発・運用し、それを用いた高分解能実験を約 20 年にわたり施行して

おり、その解析手法も含めて実験手法を改善してきた [13]。2014年に発表し

た我々の実験結果では、Λ ハイパー核の反応分光実験では最高の分解能の測

定に成功している [14]。

2.「陽子から Λ粒子への変換」

(e, e′K+) 反応は陽子を Λ に変換するのに対し、従来の反応分光で用いられ

てきた (K−, π−) 反応、(π+, K+) 反応は中性子を Λ に変換する。そのため、

同じ原子核標的を用いた場合でも、生成される Λ ハイパー核種が異なり、鏡

像核となる。核子間相互作用で多くの場合適応される「荷電対称性」を仮定

し、クーロン力による効果 (コア核の変化等) の補正を正しく取り込むと、鏡

像核における Λ 束縛エネルギーは同じになるはずである [15]。つまり、これ

までエマルジョン実験やハドロンビーム実験で測定されてきた核種に対し、

(e, e′K+) 反応で生成した Λ ハイパー核のデータを供給することで鏡像核種
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1 序論 1.2 JLabにおけるこれまでの Λ ハイパー核分光実験

の束縛エネルギーの差を導出し、ΛN 相互作用における荷電対称性の破れ

(ΛN CSB) に対する知見を得ることができる。実際に、質量数 A = 4 の系

では ΛN CSB の効果がはっきりと観測されており [3, 16, 17]、ΛN 相互作

用を記述する上で欠かせない効果であることが知られている [18]。我々のグ

ループは、これらの効果の起源を明らかにするため、s-殻のみならず p-殻の

精密測定を行ってきたが [6, 19, 20]、未だ ΛN CSB の起源が明らかになっ

ていない。(e, e′K+) を用いた将来実験では、ΛN CSB の起源を明らかにす

るための測定計画も含まれている [21]。また、(e, e′K+)反応を用いた分光実

験は従来のハドロンビーム分光と比べて、より中性子過剰なハイパー核の生

成分光が可能であることも特徴である。

3.「エネルギー絶対値の校正が可能」

(e, e′K+) 反応では、前述の通り陽子を Λ に変換する。そのため、(e, e′K+)

反応を用いた実験では水素を陽子標的として用いることで Λ, Σ0 粒子を生

成し、その生成事象のピークを既知の質量と一致させる事で高精度でエネル

ギーの校正ができる。なお、Λ、Σ0 の質量は、それぞれ ±6 keV、±24 keV

の精度で知られている [22]。一方、(K−, π−) 反応,(π+, K+) 反応を用いた実

験では、静止した安定な中性子標的が存在しないためこの手法をとることが

できない。重陽子を中性子標的として使用することはできるが、重陽子中の

中性子はフェルミ運動しおており、反応の時点での中性子のフェルミ運動量

を測定できない限り、欠損質量分光法では実験分解能等以外にフェルミ運動

量分の不定性がピーク分解能に加味される [23]。これにより、重陽子を用い

たエネルギー校正は高精度を目指す際には適応するのは困難である。

1.2 JLabにおけるこれまでの Λ ハイパー核分光実験
我々のグループは、これまで 2000年、2005年、2009年に、(e, e′K+)反応を用

いたハイパー核分光実験を実験ホール C (JLab Hall C) において行なってきた。
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また、実験ホール A (JLab Hall A) では 2007 年に、我々 Hall C のチームとは

異なるチームがハイパー核実験を施行している [24]。最近では、2018 年にトリ

チウムガス標的 [25] を用いて、Hall A と Hall C のハイパー核プロジェクトチー

ムが協力し、nnΛ 状態の探索実験を JLab Hall A において施行した [26, 27]。こ

の節では以上の実験のうち、2000年、2005年、2009年に JLab Hall C におい

て施行された E89-009 実験 (Enge-SOS)、E01-011 実験 (Enge-HKS)、E05-115

実験 (HES-HKS) の要点を示す。

1.2.1 E89-009 実験 (Enge-SOS): 原理実証実験
2000 年に行われた第一世代実験である E89-009 実験は、電子線による

(e, e′K+) 反応を用いてハイパー核分光実験を行った最初の実験である。実験

セットアップの概略図を図 1.5に示す。

図 1.5 JLab Hall C で施行された E89-009 実験のセットアップ。散乱電子は Enge、K+ 中間子は SOS

スペクトロメータで測定された。

JLab Hall C に既存の K 中間子側スペクトロメータ (SOS) と、他施設 から

移設した散乱電子側スペクトロメータ (Enge) を使用し、12C を標的として 12
Λ B

の測定による実験原理の実証が試みられた。その結果得られたエネルギー分解能

は 750 keV (FWHM) であった。本実験により、従来の (π+, K+)実験と比較し
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て分解能が改善され、サブ MeV (1 MeVを切る) の分解能でハイパー核分光が

可能であることが証明された。しかし、収量を大きくする目的で散乱粒子の超前

方散乱角度をカバーする実験装置の配置としていたが、それにより大量の電子＋

陽電子バックグラウンドが磁気分光器 (スペクトロメータ) に混入し、信号・ノ

イズ比 (S/N) が悪い状態での厳しい測定であった。

1.2.2 E01-011 実験 (Enge-HKS)

2005年に行われた E01-011実験では、E89-009実験で使用した核種よりも質

量数の大きい 28Si 標的を使用した分光を目指して施行された。(e, e′K+) を用い

た実験は主に電磁反応起因の背景事象により S/N が制限されるため、陽子数の

大きい標的、つまり質量数の大きい標的を用いる場合に測定が直ちに困難になる。

そのため、電磁生成起因の背景事象を如何に抑えるかという事が (e, e′K+)実験

により測定できる質量領域をどこまで拡張できるかを大きく左右する。E01-011

実験では、sd殻領域である A = 28 の標的を使用した実験を実現するため、主に

以下の２点の工夫を施した：(1) 散乱電子側の磁気スペクトロメータ Enge を鉛

直方向に傾ける Tilt 法を導入し、S/N の改善を図った点 [13]、(2) 分解能を制限

していた K中間子用のスペクトロメータ SOS の代わりに、新しく高分解能スペ

クトロメータ・HKS を設計・導入した点 [28]。これらの改善により、28
Λ Al の分

光データを成功裏に取得できた。実験セットアップの概念図を図 1.6に示す。

1.2.3 E05-115 実験 (HES-HKS)

2009 年に行われた E05-115 実験では、中重質量数領域の核種 52
Λ V までのハイ

パー核の生成分光を目指した [13]。そのために、Λ ハイパー核分光に特化した散

乱電子用スペクトロメータ・HES を新設・導入した。また、新設する HES とこ

れまで使用してきた HKS を光学的なマッチングを考慮して新しい荷電粒子偏向

磁石 (Splitter Magnet)も新設した。なお、新設 Splitter Magnet とは異なる個

体だが、同等の機能を有する偏向磁石はこれまでの実験でも使用されてきた。こ
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図 1.6 E01-011実験のセットアップ。Enge、HKSを用いて分光実験が行われた。HKS は本実験のため
に設計・建設され導入された [28]。

の Splitter Magnet の使用目的は散乱電子と K 中間子用スペクトロメータの物

理的な干渉をさけつつ、より前方散乱角度の粒子を捕らえ Λ ハイパー核の収量を

できるだけ高めることである。しかし、特に電磁生成起因のバックグラウンド電

子も前方に集中するため、散乱電子スペクトロメータの角度アクセプタンスの最

適化は不可欠であり、E05-115 実験においても E01-011 実験で導入した Tilt 法

を用いて S/N と収量の両方の観点で角度アクセプタンスの最適化がされている。

また、HES はこれまで使用されてきた Enge と比べて、アクセプタンスが広く

後述する仮想光子フラックスを大きくできる特徴がある。すなわち、単位時間あ

たりの Λ ハイパー核の収量をより大きくすることができた。実験セットアップ

を図 1.7に示す。本実験では、52
Λ V の測定のみならず、7

ΛHe [20]、9
ΛLi、10

Λ B [6]、
12
Λ B [14] の測定も行われた。特に p-殻 Λ ハイパー核の高精度データを系統的に

供給し、p-殻において ΛN CSB の効果は小さいという事を示したことは特筆に

値する。

11



1 序論 1.3 計画中の Λ ハイパー核の電磁分光実験

図 1.7 JLab Hall C で行われた E05-115 実験 [13] のセットアップの概略図。HES、HKS [28] を用いて
それぞれ散乱電子と K中間子の運動量ベクトル解析を行い、Λ ハイパー核の欠損質量分光を行った。本実
験において、Splitter Magnet (SPL) も含めて散乱電子、K 中間子用磁気スペクトロメータが Λ ハイパー
核の電磁分光に特化したものとなった。なお、HES には S/N を改善するための Tilt 方が導入され、鉛直
方向にスペクトロメータを少し傾けることにより角度アクセプタンスを最適化している。

1.3 計画中の Λ ハイパー核の電磁分光実験
我々の研究グループは、これまでの複数にわたる Λ ハイパー核の電磁生成分

光の経験と培った技術を発展させ、さらなる展開を目指して現在以下の三つのプ

ロジェクトを計画している：

• C12-19-002 実験 (3ΛH、4
ΛH); 条件付き採択

• E12-15-008 実験 (40Λ K、48
Λ K); 採択

• E12-20-013 実験 (208Λ Tl); 採択

これらの実験ではスペクトロメータ等の主要な装置を共通化させて、かつ共有で

きる校正データを相互の測定に利用することにより、効率的にデータを収集する

とともに結果に対する系統誤差を小さく抑える狙いがある。また、本実験で使用

する K 中間子磁気スペクトロメータ (HKS) は、本実験を行う予定である Hall

A に備え付けられているものではなく、インストールするだけで大がかりな作業

を要し、通常の工程ではインストールだけで半年は必要である。そのため、共通

セットアップでビームタイムを連続的に使用することが労力・時間とともにコス

トも最小限にできるため、そのような調整を進めている。
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C12-19-002 実験 [21]は JLab 実験課題審査委員会 (PAC) に条件付き採択さ

れている実験であり、他の実験と異なる点は個体標的でなく極低温ガス標的を用

いる点である。極低温ガス標的系の基本設計は信号の収量や S/N 等と関連し、

実験で得られると期待される物理結果に直結する。本実験が採択でなく、条件付

き採択となったのは主に標的系の基本設計が具体性が十分でなく PAC が実験の

現実性を判断しかねる不定性があったことが大きな要因である。採択されるた

めには標的系の基本設計が必要である。そこで、本研究では、個体標的について

も述べるが主に C12-19-002実験のガス標的の基本設計を決めることを目標とし

た。節 1.3.1、節 1.3.2 ではそれぞれ本実験の物理動機 (3ΛH、4
ΛH を測定する計画

であるが、3
ΛHの高精度分光について紹介する)、本修士論文の具体的な目的を述

べる。

1.3.1 本実験 (JLab C12-19-002) の物理動機
Λ ハイパートライトン (3ΛH) は最も単純な束縛する Λ ハイパー核として知ら

れている。Λ 粒子の短寿命性から、ΛN 相互作用研究のための ΛN 散乱実験が

難しいことは先述した。また、Λ を含む 2 体系束縛系は束縛しないとされてい

る。すなわち、厳密計算と実験データの比較により ΛN 相互作用を調べる際に、
3
ΛH の束縛エネルギーは極めて重要でかつ基本的な量となる。3

ΛHの Λ束縛エネ

ルギーは、エマルジョン実験により BΛ = 130± 50 keV [2] と非常に小さいこと

が知られている。

Λ の束縛エネルギーが小さく、また、3
ΛH を d-Λ の二体系とみると、その RMS

半径がおおよそ 10 fm と計算され、通常の原子核と比べ非常に広がっている系で

あると見積もられる。そのような広く広がっている系では、Λ とコア原子核 (今

の場合 d) の空間的なオーバーラップが小さいため、ナイーブには Λ はほとんど

d と相互作用をせず、その寿命を考えたときにほぼ Λ と一緒になることが期待

される。実際に、現実的な Y N、NN 相互作用モデルを３体の Faddeev 計算に

適応した理論予想では、3
ΛH の寿命が Λ と比べてわずか 3% しか短くならないと
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予想されている [29]。しかし、GSI、CERN、BNL において重イオンを用いたハ

イパー核の近年の測定により 3
ΛH の寿命が Λ に比べて有意に短い結果が示され

た [30]。この小さい束縛エネルギーと短い寿命の矛盾は「ハイパートライトンパ

ズル」と呼ばれ、現在ハイパー核研究の中で最も優先度の高い研究の一つとして

注目されている。

図 1.8 3
ΛHの寿命と束縛エネルギーに関する実験の測定値をまとめた図 [2, 10, 30]。測定値は矢印により

示され、グラフ内の点及び直線は、寿命と束縛エネルギーの関係についての理論を表す。旧理論（黒点）は
Y N、NN 相互作用モデルを３体の Faddeev 計算に適応した結果 [29]を示し、新理論（直線）は 3

ΛH の
弱崩壊後に放出される π と残留核の終状態相互作用の効果を取り入れた理論計算の結果 [31]を示す。

世界的に、(1) 寿命をより高精度で決定する、(2) 束縛エネルギーをより高精

度で測定する、という二つの実験的な動きとともに理論的な研究も精力的に展

開されている。理論研究の中でも、3
ΛH の弱崩壊後に放出される π と残留核の

終状態相互作用の効果を取り入れた理論計算は 3
ΛH の短寿命性を説明する可能

性を示唆しており面白い [31] (図 1.8)。しかし、実際のパズル解決のためには

寿命の実験データが現段階ではばらつきが大きいため今後の高精度測定を待た

ざるを得ない。そのような状況は、寿命のみならず Λ 束縛エネルギーも同様

である。近年、重イオン衝突実験 (STAR 実験) で束縛エネルギーが測定され、

BΛ = 410± 120stat. ± 110sys. keV と得られた [10]。しかし、この STAR 実験の

結果はエマルジョン実験で得られた BΛ = 130 ± 50 keV と比べると差がある。
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さらに、STAR 実験の結果は不変質量法で得られた結果であるが、２体崩壊、３

体崩壊の結果が系統的に異なっているようにも見える [9]。この２体、３体崩壊

のから導出された結果の不一致問題はエマルジョン実験のデータにも見られる問

題で [2]、両者とも単純に統計的なふらつきだけの問題なのかもしれないが、何

か系統的な誤差が含まれることも考えられる。

そこで、本実験研究では ΛN 相互作用研究の基礎データとして重要な 3
ΛH の Λ

束縛エネルギーを、我々が確立した電子ビームを用いた分光法を適応することに

よって高精度・高確度で求め、ハイパートライトンパズルを解決の糸口へ導くこ

とを目指す。また、我々が用いる (e, e′K+) 反応では、以上で議論している基底

状態 (Jπ = 1/2+) でなく第一励起状態 (Jπ = 3/2+) を観測できる可能性がある。

もしも、Jπ = 3/2+ 状態が存在すれば、基底状態に比べて Jπ = 3/2+ 状態が 8

倍程度生断面積が大きいという理論予想があり [32]、これほど大きな断面積の比

を仮定すると基底状態は測定できないが、その代わりに第一励起状態が本実験で

観測されることになる。Jπ = 3/2+ 状態はこれまでどの実験でも観測されてい

ないが、もしもこの状態を高精度で測定できれば ΛN 相互作用のスピン三重項

対して強い制約を与えることができる。一方で、Pion-less EFT 模型による計算

では、Jπ = 3/2+ 状態は virtual state であり実際のピークとして観測できない

と予想されており [33]、やはりその場合には基底状態のみの観測になる。以上の

ような理論模型の有効性の検証という意味でも、本実験のような束縛エネルギー

だけでなくその生成反応の断面積も測定する実験研究は重要な意義を有する。

1.3.2 本修士論文の研究目的
節 1.3.1 で述べたように、JLab C12-19-002 実験 では精密に 3

ΛH (4ΛH も測

定する予定) の Λ 束縛エネルギーを決定することを目指している。そのため

に要求されるトータル誤差 (統計誤差と系統誤差の両方を考慮した誤差) は、

|∆Btot.
Λ | < 100 keV である。実験では、極低温ヘリウム 3 (4) ガス標的に電子線

を照射し、散乱電子、K+ を磁気スペクトロメータで測定してハイパー核の欠損
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1 序論 1.3 計画中の Λ ハイパー核の電磁分光実験

質量を得る。この時、ガス標的はアルミ合金等のセルに入れて使用することを想

定しており、欠損質量を再構成する際、ガスやセル中で落としたエネルギーを補

正しなければいけない。しかし、ガス密度の不定性やセルの一様性 (不定性) が

そのエネルギー補正の不定性として寄与し、得られる BΛ の誤差として残ってし

まう。そのため、耐圧を考慮しつつガス密度、セルの大きさ・形状を決める必要

があるが、これらは標的厚 (mg/cm2) を決めるファクターであるため最終的に

得られる収量を左右する。また、電子線を照射した際に主に標的セルに大きなエ

ネルギーを落とし、標的 (セル)が真空チェンバー内に設置されていることから、

標的の除熱を主に熱伝導に頼らざるを得ない。標的セル形状・大きさを決定する

うえでは、もちろん、単純にインストールスペースの制約も考慮しなければいけ

ない。

以上のように標的の設計に様々な要求が存在しているため、本研究では、(a)得

られる物理結果、(b) 除熱性能、(c) その他の機械的制約 (ものの干渉、アクセプ

タンス等) の観点で状況の整理と物理結果へのインパクトを評価し、標的セル形

状と厚さを決定することを目的とする。また、本実験では、他のハイパー核種の

測定も同セットアップで行うため、それらの分光のための固体標的やビーム光学

解析校正用のマルチフォイル標的等を含むの統一標的系としての概念的な全体設

計についても決める。
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2 計画中の次世代実験のセットアップ

2 計画中の次世代実験のセットアップ

前述のとおり、我々は JLab の実験ホール A において (e, e′K+) 反応を用い

た次世代 Λ ハイパー核分光実験を計画しており、2022 年までには実験システ

ムのインストールの準備を整えることを目標に準備を進めている。本実験では、

我々のグループが Hall C で施行した E05-115 実験と比べて、ビームエネルギー

を 2.3 GeV から 4.24 GeV に大きくすることにより、電磁反応起因のバックグ

ラウンド粒子を低減し、特に中重–重質量数領域の原子核標的に対する測定感度

を高める設計をしている。ビームエネルギーを上げることにより、Hall C で使

用していた 散乱電子磁気分光器 HES では Λ ハイパー核分光に適切な運動学に

対応できないため、 HESに代わり Hall A 既存の HRS を使用する。K 中間子

磁気スペクトロメータ HKS はこれまで Hall C で使用されてきたが、 Hall A 既

存の HRS と組み合わせた本実験を行うために Hall A へインストールして使用

する。HRS-HKS システムで Λ ハイパー核分光の感度を高めるために、新しく

PCS*1(Particle Charge Separator) が設計された。PCS の建設は日本・TOKIN

により完了しており、現在アメリカへの輸送の手続きを進めている。

本章では、(e, e′K+) 反応の運動学について節 2.1 で触れた後、使用する電子

線加速器、HKS-HRS 磁気スペクトロメータについてそれぞれ節 2.2、節 2.3で

紹介する。

2.1 (e, e′K+) 反応の運動学
本実験で観測する (e, e′K+)反応の運動学を図 2.1に示す。

*1 設計初期のころは PCSM (Pair of Charge Separation Dipole Magnets) と呼んでいた。
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2 計画中の次世代実験のセットアップ 2.1 (e, e′K+) 反応の運動学

図 2.1 (e, e′K+)反応の概念図。Pe、Pe′、Pk、Phyp はそれぞれ入射電子、散乱電子、K中間子、生成さ
れたΛハイパー核の４元運動量を表し、Qは仮想光子が運ぶ４元運動量を表している。また、θe は入射電
子と散乱電子の散乱角、θk は仮想光子と K中間子の散乱角を表し、ψk はそれぞれの反応平面の角度を表
している。

ここで、それぞれの 4元物理量に対し以下のように定義しておく。

入射電子：Pe = (Ee, p⃗e) (1)

散乱電子：Pe‘ = (Ee′ , p⃗e′) (2)

４元運動量移行：Q = (ω, q⃗) (3)

K 中間子：Pk = (Ek, p⃗k) (4)

標的原子核：Ptarget = (Etarget, p⃗target) (5)

Λ：Phyp = (Ehyp, p⃗hyp) (6)

上記の反応において、入射電子及び反応後の散乱電子、K中間子のエネルギー

と運動量、散乱角の情報を取得することで、標的原子核が静止していることから
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2 計画中の次世代実験のセットアップ 2.1 (e, e′K+) 反応の運動学

標的の静止質量 Mtarget を用いて欠損質量 Mhyp の算出を行うことができる:

Mhyp =
[
E2

hyp − p⃗ 2
hyp

] 1
2

=
[
(Ee +Mtarget − Ee′ − Ek)

2 − (p⃗e − p⃗e′ − p⃗k)
2
] 1

2

=
[
(Ee +Mtarget − Ee′ − Ek)

2

−(p2e + p2e′ + p2k − pepe′cosθee′ − pepkcosθek + pe′pkcosθe′k)
2
] 1

2

(7)

さらに、以上の欠損質量を用いて以下のように Λ 束縛エネルギーを導出するこ

とができる：

BΛ = Mcore +MΛ −Mhyp (8)

ここで、Mcore、MΛ はそれぞれコア原子核、Λ の質量である。

本実験では、4.24 GeV のエネルギーを持つ一次電子ビームを標的に照射し、

2.74 GeV/c 程度の散乱電子と 1.2 GeV/c 程度の K 中間子をそれぞれ HRS、

HKS を用いて測定する。散乱電子、K+ の散乱角度中心は、それぞれ 6.5 度、

12.6 度と設定した。この運動学設定について以下で順を追って説明する。まず、

p(γ,K+)Λ 反応の反応断面積の入射ビームエネルギー依存性を図 2.2 に示す。

我々は (仮想) 光子のエネルギーが ω = 4.24 − 2.74 = 1.5 GeV となる設定を

取っており、これは Λ の生成断面積が大きいところを選んでいる。エネルギー

の校正を行う際、水素標的から Λ のみならず Σ0 の事象も使用しエネルギース

ケールの線形性を高める。そのため Λ の生成断面積だけでなく Σ0 の生成断面

積も大きいビームエネルギーが好ましいが、Eγ = 1.5 GeV 程度はちょうど Σ0

の生成断面積が大きいところに対応する。以上の理由から、ビームエネルギー

4.24 GeV/c に対して、散乱電子の設定を 2.74 GeV/c としている。また、仮想

光子に対してK+ の散乱角度が小さい場合に、Λ、Σ0 の生成断面積が大きい (本

当に 0 度周辺の超前方では断面積のデータが乏しく分かっていないが)。6.5 度

の散乱電子を測定する場合 (PCS と組み合わせて物理的に測定できる限界)、仮
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2 計画中の次世代実験のセットアップ 2.1 (e, e′K+) 反応の運動学

図 2.2 p(γ,K+)Λ の反応断面積の Eγ 依存性 [34]。横軸は仮想光子のエネルギーを表し、縦軸は全断面
積を表している。本実験では Eγ = 1.5 GeV の条件で実験を行う。

想光子の散乱角度が 12.6 度あるのでその角度に HKS を設置し、仮想光子に対

する K+ の散乱角度が 0 度周辺のところを検出するようにしている。K+ の散

乱角度が小さい場合に Eγ = 1.5 GeV とすると、(γ,K+) 反応における K+ の運

動量はおおよそ pK = 1.2 GeV/c となるため、HKS の中心運動量は 1.2 GeV/c

と設定した。

また、ビームエネルギーを Hall C で行った実験と比べて高めた理由は、主に

散乱電子側磁気スペクトロメータへ混入する電磁生成起因の背景事象を低減さ

せ、中重–重い質量数領域のデータ取得を可能とするためである。図 2.3に仮想

光子起因および制動放射起因の電子の分布を示す。これによると、どちらも超前

方にピークを持つ点は同じだが、ビームエネルギーを上げた場合に、制動放射起

因の電子の断面積は我々が検出する 6.5 度 ≃ 113 mrad 辺りでは大きく減少し

ていることがわかる。したがって、制動放射起因のノイズ電子が大きく低減し、

信号となる仮想光子起因の電子をより効率的に検出することできることが期待さ

れる。
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2 計画中の次世代実験のセットアップ 2.2 連続電子線加速器 (CEBAF) と Hall A

図 2.3 仮想光子起因および制動放射起因電子における散乱角のエネルギー依存性 [34]。横軸は電子の散乱
角を表し、左縦軸が制動放射起因電子の断面積、右縦軸が仮想光子起因電子の断面積をそれぞれ表してい
る。仮想光子起因電子の断面積分布が、電子ビームエネルギーの大きささに関わらず一定であるのに対し、
51V、12C標的に対して電子ビームの大きさを変えた場合の制動放射起因電子の断面積分布は大きく変化し
ている。

2.2 連続電子線加速器 (CEBAF) と Hall A

実験で使用する高強度・高分解能の一次電子ビームは、アメリカのジェファー

ソンラボにある Continuous Electron Beam Accelerator Facility (CEBAF)にお

いて生成される。CEBAFの概要を図 2.4に、Hall Aにおける主な性能を表 2.1

に示す。この加速器は、Injentorで生成された 1497 MHz short buster (1.67 ps)

図 2.4 JLab にある連続電子線加速器 CEBAFの概略図。南北の線形加速器により電子を加速する。我々
は Hall A において次世代ハイパー核実験を計画している。
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2 計画中の次世代実験のセットアップ 2.2 連続電子線加速器 (CEBAF) と Hall A

の電子を、南北２か所の超伝導磁石を用いた Linac において 1.1 GeV ずつ加速

し実験ホール A、B、C には 11 GeV (５周分) 、実験ホール D に最大 12 GeV

(5.5 周分) の電子ビームを供給することができる。電子ビームの空間的な広が

りは小さく、100 µm rms 程度である。また、電子ビームは A、B、C の 3 つ

のホールに共通のキッカーで振り分けられるため、これれらの実験ホールには

1497/3 = 499 MHz 周期、つまり 2 nsのバンチ構造を持つ形で供給される。ま

た、実験を行う予定である Hall A の基本レイアウトを図 2.5 に示す。Hall A 既

存の磁気スペクトロメータ HRS は、QQDQ といった磁石構成から成る。

図 2.5 Hall Aにおける基本レイアウト [35]。

表 2.1 CEBAF Hall Aの主な性能 [36]

Beam Property

Beam Energy 1-11 GeV

Energy accuracy 3× 10−3

Beam Current 1-120 µAmp

Beam Bunch Width 2 ns (499MHz)

Charge per Bunch 4-480 fCoul

Extracted rms Energy Spread < 10−4

Horizontal rms Beam Size < 250 µm

Vertical rms Beam Size 200 µm

22



2 計画中の次世代実験のセットアップ 2.3 スペクトロメータ系とその配置

2.3 スペクトロメータ系とその配置
実験のセットアップを図 2.6に示す。前回からの大きな変更点として、これま

で実験を行ってきた Hall C から Hall A に場所を移し、HRSと PCSを導入し

たことがあげられる。

図 2.6 本実験のセットアップ。HRS、HKSによって散乱電子とK+ の運動量ベクトル解析を行い、ハイ
パー核の欠損質量分光を行う。

2.3.1 PCS

Particle Charge Separator (PCS) は、2 つの双極電磁石で成る。図 2.7に概

念図を示す。前回実験では、Splitter Magnet を用い、電子ビームにより標的で

生成された荷電粒子のうち正電荷の粒子を HKS 側に、負電荷の粒子を HES 側

に導いていた。その際、標的が Splitter Magnet が生み出す磁場中に設置されて

いたことで、陽子-陽電子対生成反応で標的中で生じた陽電子の一部が HKS 検出

器の近くで二次的粒子を発生させて、S/N を悪化させた。この陽電子バックグ

ラウンドの HKS への混入を避けるため、本実験では、Splitter Magnet の代わ

りにビームライン上に磁場がほぼない PCS を導入する。
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2 計画中の次世代実験のセットアップ 2.3 スペクトロメータ系とその配置

図 2.7 PCS を真上からみたときの概念図。ビームに対し標的から生成した超前方角度の粒子を偏向しな
い設計とし、過去に行った E05-115 実験で HKS に混入した陽電子起因のバックグラウンドが発生しない
ようにしている。

2.3.2 高分解能 K 中間子スペクトロメータ (HKS)

HKSスペクトロメータは、E05-115実験（前々回実験）から使用されており、

2 つの四重極電磁石と 1 つの双極電磁石からなる QQD システムのスペクトロ

メータである。図 2.8に HKSを構成する 3つの電磁石のレイアウトを、図 2.9,

図 2.10にそれぞれの電磁石の詳細を示す [28]。また HKSの主な仕様を表 2.8に

まとめ、各電磁石のパラメータを表 2.3,表 2.4にまとめる [28]。

表 2.2 HKSの仕様 [28]

Item

磁石構成 Q-Q-D

中心運動量 1.2 GeV/c

運動量アクセプタンス 1.05-1.35 GeV/c

立体角 ∼10 msr (w/ Splitter)

運動量分解能 (∆p/p) 2.0× 10－ 4(FWHM)
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2 計画中の次世代実験のセットアップ 2.3 スペクトロメータ系とその配置

図 2.8 HKSのレイアウト [28]

表 2.3 HKS四重極電磁石の仕様 [28]

KQ1 KQ2

ボーア半径 [mm] 120 145

全長 [mm] 840 600

有効幅 [mm] 500 800

コイル巻数 256 320

磁場勾配 [T/m] 5.78 (max 6.60) -3.40 (max -4.19)

電流 [A] 585 (max 875) 363 (max 450)

総重量 [t] 8.2 10.5

2.3.3 高分解能電子スペクトロメータ (HRS)

HRS スペクトロメータは、前回実験で用いた HES の代わりに本実験で使用

し、散乱電子の検出に用いる。HRSは、電子ビームのエネルギーを高めたことで

反応後の散乱電子が 2.7GeVとなり、HESの測定限界を超えてしまったため導入

することになった。HRSは Hall Aに設置してあるため、これまで実験を行って

きた Hall Cから実験場所を移し実験をすることになっている。図 2.11、表 2.5

25



2 計画中の次世代実験のセットアップ 2.3 スペクトロメータ系とその配置

図 2.9 HKS四重極電磁石のレイアウト [28]

にその仕様をまとめる [35]。QQDQは基本的な設計であり、電磁石の配置数を

増やすことで広範囲運動量、角度の検出が可能となっている。
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3 標的の基礎設計

図 2.10 HKS双極電磁石のレイアウト [28]

表 2.4 HKS双極電磁石の仕様 [28]

KD

ポールギャップ [mm] 200

ポール幅 [mm] 1560

屈曲角 [deg] 70

半径 [mm] 2663 (中心)

コイル巻数 256

磁場 [T] 1.44 (max 1.53)

電流 [A] 1050 (max 1254)

総重量 [t] 210

3 標的の基礎設計

本実験では、ハイパートライトン研究のために 3He 標的を用いて実験を行う。

この時使用する標的セルについて、第 1章で述べたように物理結果への影響、除

熱性能、機械的制約といったそれぞれの課題について考慮した上で設計を行うこ

とが求められる。また、我々のグループは三つのプロジェクトについて同時に測

定を行う予定であり、その中には固体標的が存在する。

そこで本章では、気体標的設計を物理的・熱的・機械的観点から行うと同時に、
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3 標的の基礎設計 3.1 標的の種類

図 2.11 HRSのレイアウト [35]

表 2.5 HRSの仕様 [35]

Item

磁石構成 Q-Q-D-Q （可変）
測定可能な運動量範囲 [GeV/c] 　 0.3-4.0

屈曲角　 45°
光学的距離 [m] 23.4

運動量アクセプタンス ± 4.5％
運動量分解能 (FWHM) 1 × 10−4

角度アクセプタンス
-水平方向 [mrad] ± 30

-垂直方向 [mrad] ± 60

角度分解能
-水平方向 [mrad] 0.5

-垂直方向 [mrad] 1.0

固体標的やマルチフォイル標的も含めた統一系としての全体設計を行った。

節 3.1で実験に使用する標的をまとめ、節 3.2で標的設計における要求を整理

し、節 3.3でその要求を満たすための議論と共に標的の設計を示す。

3.1 標的の種類
三つのプロジェクトにおけるメイン標的として、固体標的の 40Ca、48Ca及び

208Pbと気体標的の 3He、4He、T2 を用いる。また固体標的における校正用標的
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3 標的の基礎設計 3.2 標的設計上の要求

として、9Be、10B、11C、CH2、及びマルチフォイル炭素標的を使用する。気体

標的においても校正用の標的として H2 を用いる。これら、実験での使用が予定

されている標的の反応、及びその厚さ、密度について以下の表 3.1にまとめる。

表 3.1 標的のデータ

固体標的 反応 厚さ [mg/cm2]

6,7Li 7Li(e, e′K+)7ΛHe 100
9Be 9Be(e, e′K+)9ΛLi 100

10,11B 10B(e, e′K+)10ΛBe 100
12C 12C(e, e′K+)12ΛB 100

40,48Ca 40Ca(e, e′K+)40ΛK 77.5
208Pb 208Pb(e, e′K+)208Λ Tl 100

CH2 p(e, e′K+)Λ,Σ 500
11C(e, e′K+)11ΛB

気体標的 反応 密度 [mg/cm3]

3He 3He(e, e′K+)3ΛH 2.1
4He 4He(e, e′K+)4ΛH 4.3

T2 pnn(e, e′K+)Λnn,Σ0nn 3

H2 p(e, e′K+)Λ,Σ0 3

なお、標的の厚さについて、40,48Ca、208Pb、3,4Heのように実験でメインに使

用する上で大きさが既に決まっているものはその値を、それ以外のまだ明確な値

の決まっていない標的は、固体標的においては 100 mg/cm2、気体標的において

は 3 mg/cm3 と設定し、これ以降の考察に用いた。

3.2 標的設計上の要求
本節では、標的の基礎設計の要求について述べる。新しく気体標的を導入する

上で設計が必要となる標的セルを含め、固体・気体標的の統合設計における要求

を機械的要求・物理的要求・熱的要求の 3つに分けて説明する。:

• 機械的要求

実験では、標的を真空環境下に設置し、その上で標的交換を行わず実験を続

けるための駆動機構と標的冷却のためのクーラントを用意する必要がある。

そのため、標的設計を大きくすることに機構的制限が存在する。また、電子
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3 標的の基礎設計 3.3 要求を満たす設計の基本コンセプト

ビーム、散乱電子、散乱 K中間子が標的以外の物質と必要最低限以上に反応

することで B.G.が増えないよう設計を行う必要がある。

• 物理的要求

実験全体の BΛ の決定精度として、emulsion 実験や STAR 実験より良い

100 keV以下の値を測定することを目指している。そのため、統計誤差の抑

制のため、特に気体標的において収量の確保が必要となり、なるべく大きな

標的を作成する必要がある。ただし、HKS、HRS などのアクセプタンスの

問題で大き過ぎる設計は無駄が多くなるため、適度な大きさを見つける必要

がある。また、セル厚及び標的厚の厚さが厚くなるほどに多重散乱やエネル

ギーストラグリングの効果が大きくなり統計誤差が増加するため、最終的に

求める BΛ が 100keV以下になるような厚さのセルである必要がある。

• 熱的要求

電子ビームの落とすエネルギーによって、固体標的の融解が生じないように

設計を行う必要がある。また、気体標的の温度上昇による内圧の上昇でセル

の破損が生じないようにする必要がある。本研究では破損の可能性は低いと

考え圧力の計算にとどまり、実際にその圧力に耐えられるかどうかの考察・

実験は行っていないものの、最終設計の段階では考慮しなければならない。

3.3 要求を満たす設計の基本コンセプト
前節の要求を考慮に入れつつ標的設計を行った。図 3.1に示すものが標的基礎

設計の全体像である。

全体図上部の円筒状の各容器が、気体標的を封入する容器であり、これを以後

Target Cell (標的セル)と呼称する。全体図下部の板状の部分が、固体標的を固

定する部分であり、これを以後 Target Ladderと呼称する。また、Target Cell群

と Target Ladderの間に multi carbon foil targetを用意できるようにした。こ

の multi carbon foil target は、ビーム方向に幾つかの薄い炭素標的を並べるこ
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3 標的の基礎設計 3.3 要求を満たす設計の基本コンセプト

とで、ビーム方向の細かい補正を可能にするものである。これにより、個体標的

内での反応位置における運動量や角度のより良い補正を行うことができ、実験の

精度を高めることができる。

実験ではこれらを吊り下げる形で設置し、上下に動かすことで標的の変更を行

う。設計全体の高さは 1150 mmであり（図 3.1）、電子ビームの地面からの高さ

が図 2.5に示すとおり 10 int ≈ 300 mmであるため、高さ方向の移動に問題は

ない。また、この上部に 4Heクーラントを設置し、それらを標的周囲に配置され

たパイプ内を循環させることで標的全体を冷却する。前実験の循環水による冷却

と比べ、このクーラントを用いることで 15 Kまでの強力な冷却が可能となって

いる。
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図 3.1 Target全体

以下で Target Ladder、Target Cellそれぞれの設計思想と考察、及び最終的な

設計の様子について説明する。なお、ここで考慮した要求は機械的要求が主なも

のであり、熱的要求についての議論は第 4章、物理的要求についての議論は第 5
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3 標的の基礎設計 3.3 要求を満たす設計の基本コンセプト

章で行う。

• Target Ladder

Target Ladder についての詳細を図 3.2 に示す。Target Ladder の材料とし

て、熱伝導の良いアルミニウムを使用する。Target Ladderは固体標的を取

り付けるための細長い板であり、これまで行われてきた E01-011 実験及び

E05-115実験でも同種のものを使用してきた。故にその設計思想を引き継ぎ、

電子ビームが標的で落とすエネルギーによる発熱を抑えつつ散乱電子や散乱

K中間子と反応しないよう、標的固定板をなるべく薄くするという思想のも

と設計を行った。
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図 3.2 Target Ladder

固体標的に関係する前回実験からの大きな変化は、ビームエネルギーが 2.7

GeVから 4.2G eVに上昇したことと、冷却方法が循環水による冷却から 4He

クーラントを用いた冷却に変わったことである。これらの効果は互いに打ち

消し合い、Target Ladderを厚くすることなくより大きいビームエネルギー
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3 標的の基礎設計 3.3 要求を満たす設計の基本コンセプト

での実験が行えるようになると考えられる。また、実験標的として取り付け

る CH2 が 500 mg/cm2 = 5.3 mmであることから、厚さを前回実験と同じで

ある 6 mmとし、また、8 つの固体標的を取り付けられるよう長さを 615 mm

とした。この長さは、これまでの実験では標的の取り付けが同時に 6 つまで

であったのに対し、4He クーラントの導入により、より多くの標的を配置す

ることが可能となったかを確認するために選択した。

• Target Cell

Target Cellについての詳細を図 3.3に示す。Target Ladderと同様、熱伝導

率の良いアルミニウムを使用している。Target Cellは、本実験で 3,4Heにつ

いての研究を行うために新しく導入される気体標的容器であり、その設計思

想として、十分な収量が確保でき、かつ標的以外の反応が必要以上に起こら

ないような大きさにすることを考えた。以下ではそれら Target Cellに対す

る要求とそれらを満たすことで決定された Target Cellパラメータの値につ

いて説明する。

最初の要求として、十分な収量の獲得を満たすような設計を考えた。Target

Cellの直径を大きくすることでビームライン上の標的の量を増やすことがで

き、収量の確保につながるため、実験に必要な収量の値を 200 カウント程度

とし、収量の計算として、3Heを代表として以下の表 3.2のデータを用いて

計算を行った。詳細な表式は項 5.1.3 にて行っている。結果として、Target

Cellを ϕ200 mmにすることで 20日間の収量が 260 カウントになったため、

十分な量のデータを得ることができると考え、この ϕ200 mmを Target Cell

の直径とした。

次に、標的以外で起こる反応をなるべく少なくするという要求に対し、Target

Cell 側面を通過する荷電粒子以外の反応を検出しないような設計を考えた。

すなわち、荷電粒子が Target Cell 側面を通過することは避けられないが、

Cell 上下面を通過する反応は必然的な反応ではなく除外できるため、スペ

クトロメータがこのような粒子を捉えることのないようにした。そのため
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表 3.2 収量計算に用いたパラメータ

電子ビームカレント [µA] 50

仮想光子生成確率 2× 10−5

微分断面積 [nb/sr] 　 5

K中間子立体角 [msr] 7

検出器での検出確率 0.75

気体密度効果 0.50

K中間子の崩壊確率 0.26

に Target Cellの高さを、散乱電子、散乱 K中間子が上下面を通過した後に

HKS、HRS に入ることのないような高さにすることにした。その高さを決

定する方法として次のように考えた。

Target Cellから上下の角度を持って放出された散乱電子、散乱 K中間子が

HKS、HRS にギリギリ捕捉される条件が、一つ目の双極電磁石の中央に当

たるような軌道の時であるとして考える。前章で述べた HKSの一つ目の双

極電磁石についての表 2.3、図 2.8のデータを元に、図 3.4のような状況を考
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えると、このセルより大きい高さであれば Target Cell上下面を通過しつつ

HKS、HRSに入る散乱電子、散乱 K中間子が存在しないと考えられる。

以上の考察をもとに計算を行った結果、図 3.4における Target Cellの高さは

40 mm程度であることがわかった。

上述の議論は簡略化したものであるため、実際の Target Cellの高さとして、

余裕をもたせた 50 mmを採用することにした。

図 3.4 Target Cellの高さ議論のための概略図

また、先ほど述べた Target Cellの側面を通過する荷電粒子の影響を必要最

低限に抑えるために、Target Cell の厚さをなるべく小さくすることにした。

標的セル厚に関して実験標的の専門家と議論を行ったところ、簡易的な設計

における耐圧計算では 1.5 mm の設定が可能であり、また、別の設定では

0.3 mm 程度まで薄くできるということが分かった。従って、機械的要求で

は 0.3 mmの厚さを望むものの他の熱的要求・物理的要求との兼ね合いを考

慮しなければならない。

以上の議論をもとに、Target Cellとして高さ 50 mm,直径 200 mmとし、暫

定的な厚さとして 0.3 mm の円筒状の容器を定義した。
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4 標的温度

4 標的温度

第２章で述べたように、CEBAFの電子ビームは一次ビームであり、また、ビー

ムスポットが 100 µm (rms)と非常に小さい。そのため、大きな熱負荷が標的の

非常に小さい範囲にかかることになる。その結果として、標的に熱的問題が生じ

るため、標的の設計として大きな問題となる。本章では、節 4.1で標的における

電子ビームのエネルギー損失を求め、節 4.2でその値を元に ANSYSを用いた標

的温度のシミュレーションを行い、節 4.3、節 4.4においてその影響について議

論した。

4.1 電子ビームにより標的中に生じる熱量
標的での電子ビームのエネルギー損失をMonte Carlo simulation code Geant4

を用いて導出した。シミュレーション方法として、直方体として設置した各標的

に対し電子ビームを入射させるシンプルなモデルをとった。電子ビームのエネル

ギーを 4.2GeVと仮定し、標的の厚さを変化させながらシミュレーションを行っ

た。その際得られたグラフの例を図 4.1に示す。図 4.1は主に 2つの情報、すな

わちエネルギー損失の最頻値 (Most Probable Value:MPV)と平均値 (mean)に

ついての情報を持っている。ここで最頻値と平均値は異なる値を持っており、ど

ちらの値をエネルギー損失の値と見なすかは状況に応じて判断する必要がある。

今回のように標的に与えられる熱量を計算する場合、複数の入射電子が標的に与

える総エネルギー損失を求めることと同じであると言えるため、エネルギー損失

の平均値をデータとして使用することが妥当である。なお、最頻値の値に関して

は、第 5章で述べる系統誤差の推定の話と深く関わっており、また後ほど議論を

行う。

上記の手順で見積もったエネルギー損失からビームが与える熱量 [W] を算出

する。以下の式 (9)がエネルギー損失の値から熱量を求める式であり、電子ビー
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4 標的温度 4.1 電子ビームにより標的中に生じる熱量

図 4.1 Geant4によるエネルギー損失の様子

ムカレントが熱量の大きさに比例関係で影響する。

熱量 [W]＝エネルギー損失 [MeV]×電子ビームカレント [µA] (9)

各標的の情報と、得られたエネルギー損失の値、熱量を表 4.1にまとめる。こ

こで、第 3 章で表 3.1 に示した実際に実験で用いる標的に加え、将来的な実験

として使用する可能性のある Cr,Cuといった標的においても解析を行った。ま

た D2,T2 に関して Target Cellを使用した実験の予定はないが、test的にシミュ

レーションに含め、解析を行った。ここで、熱量の計算に用いる電子ビームカレ

ントとして 50 µAを一律に仮定した。

また、Target Cellを構成する Alにおいての発熱も考慮する必要がある。なお、

第３章で定義した Target Cellの厚さは 0.3 mmであるが、先述の通り 1.5 mm

の設計も選択の可能性があるため、厚さを変化させた場合にどの程度の影響が

生じるのかを調べるため、複数の厚さでの Alにおけるエネルギー損失をシミュ

レーションした。その結果を以下の表 4.2に示す。

また、表 4.1に示す固体標的においても標的厚を変えた場合のエネルギー損失

シミュレーションを行ってみた。固体標的と Al における厚さごとのエネルギー
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4 標的温度 4.1 電子ビームにより標的中に生じる熱量

表 4.1 各標的に対する電子ビームのエネルギー損失と熱量

標的 標的厚 [mg/cm2]
エネルギー損失
(mean) [MeV]

エネルギー損失
(MPV) [MeV]

熱量 [W]

6,7Li 100 0.14 0.12 7.1
9Be 100 0.14 0.11 7.0

10,11B 100 0.18 0.14 8.9
12C 100 0.14 0.11 6.9

40,48Ca 77.5 0.12 0.097 6.0
52Cr 100 0.14 0.11 7.0
63Cu 100 0.14 0.11 6.9
208Pb 100 0.11 0.087 5.6

CH2 500 0.90 0.70 45

標的 標的密度 [mg/cm3]
エネルギー損失
(mean) [MeV]

エネルギー損失
(MPV) [MeV]

熱量 [W]

T2 3 0.079 0.070 3.9

D2 3 0.12 0.10 5.9

H2 3 0.23 0.21 12
3He 2.1 0.11 0.097 5.5
4He 4.3 0.17 0.15 8.4

表 4.2 Alに対する粒子のエネルギー損失と熱量

標的厚 [cm]
エネルギー損失
(mean) [MeV]

エネルギー損失
(MPV) [MeV]

熱量 [W]

0.03 0.12 0.11 6.1

0.06 0.25 0.22 12

0.06 0.37 0.35 19

0.12 0.50 0.46 25

0.15 0.63 0.58 31

損失の様子をそれぞれまとめたものが図 4.2、図 4.3である。これらは厚さの定

義が異なるため同じグラフにまとめなかったものの同種のグラフであり、これを

見ると固体標的及び Alのどちらにおいても、エネルギー損失と標的厚の関係は

おおよそ直線的であるということがわかる。
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図 4.2 各標的の標的厚 [mg/cm2]ごとのエネルギー損失の様子

図 4.3 Alの標的厚 [cm]ごとのエネルギー損失の様子

4.2 ANSYSを用いた標的温度の見積もり
次に、上記で求めた熱量をもとに、有限要素法解析ソフト ANSYSを用いて標

的の基礎設計における定常状態の温度を求め、標的ごとの融解の危険性について

議論した。有限要素法とは、解析的に解くことが難しい微分方程式を近似的に計
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算する方法である。考える領域を有限の要素に分割し、それぞれにおいて近似的

に方程式を解いてその重ね合わせで束縛条件を満たすように全体の解を求める。

まず、ANSYSを用いてシミュレーションを行う上で定義を行った点について

述べる。:

• ジオメトリの定義

前章で述べた基礎設計のモデル化を行った。以下に気体標的のモデル、及び

固体標的のモデルについてそれぞれを図 4.4、図 4.5に示す。ここで、Target

Cellに封入する標的のモデルとして、上から順に H2,D2,T2,
4He,3He,ガスな

し (empty)を定義した。同様に、Target Ladderに固定する標的として、上

から順に B,Ca,Li,Cr,Be,Cu,C,Pb,CH2と定義した。標的の設置の基準は、表

4.1 の中で多くの熱量を落としているものをなるべく上方に置くというもの

であるが、十分な冷却力があるため、位置関係の影響は大きく問題にはなら

ないと言える。

図 4.4 気体標的ジオメトリの様子
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4 標的温度 4.2 ANSYSを用いた標的温度の見積もり

図 4.5 固体標的ジオメトリの様子

• 構成物質の物理量の定義

ANSYS 内にあるデータセットを用い、各構成物質の熱伝導率を定義した。

熱伝導率 [W/(m·K)] とは、一種類の材料の中で熱がどれだけ伝搬しやすい

かをあわらす値であり、物質に固有のものである。なお、温度依存性を持つ。

各物質における熱伝導率に関して、理科年表の値と分散型熱物性データベー

スの値を参照した [37]。

また、ビームにより生じる熱量として、標的内部にビームスポットと同じ大

きさの ϕ100 µm の発熱体をおき、前述の計算結果から求められる熱量を一

様に与えた。

• 境界条件の定義

標的全体の周辺環境は真空であるとした。また、実際の冷却として標的周

囲のパイプに 15K の 4He を循環させることから、パイプの温度を 15K 固

定とした。また、固体標的と Target Ladderの間で接触熱伝導率を、気体標

的と Target Cellの間で熱伝達係数を定義する必要がある。これらの値は物

質の種類によって一意に決まるものではなく、標的の固定の仕方や種類に

よって様々な値をとる。本研究では典型的な接触熱伝導率を ∼100 W/m2K

であると考え、この値を個体標的の接触熱伝導率として解析を行った。ま

た、気体標的の熱伝達係数について、静止大気中での対流熱伝達係数が 5∼25

W/m2K であることから、本研究では 22 W/m2K を熱伝達係数の値として
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解析を行った。

4.3 固体標的温度
前節の有限要素法を用いて、固体標的の温度を導出した。以下に標的ごとの最

高温度と融点をまとめる。

表 4.3 ANSYS解析による個体標的温度

標的 融点 [K] ビームカレント [µA] 温度 [K]

Li 453 50 230

Be 1560 50 288

B 2349 50 2061

C 3823 50 358

Ca 1115 50 379

Cr 2130 50 786

Cu 1358 50 396

Pb 601 50 352

CH2 398 50 19345

ビームカレントを 50 µAにしていても、Be、C、Ca、Cr、Cuの 5つの標的は

熱が融点近くまで上がることなくしっかりと冷却されていると言える。一方、融

点を超える標的として CH2 が存在する。また、融点付近まで温度が上昇してい

る標的として、Li、B、Pbの３種類がありどれも融点まで 200 ∼ 300 K程度の

高温になっている。そこでこれら 4つの標的に関して、ビームカレントを変えた

場合の解析、すなわち式 (9)において、熱量を変えた場合の解析を行った。それ

らの結果を表 4.4に示す。

表のうち、融点を超えていなかった Li、B、Pbについての結果を図 4.6にま

とめた。この図から、Liは直線的に増加し、Pbはこれから上がり始め、Bは上

がり幅がかなり高くなっていることがわかる。正しい接触熱伝達率の値がわから

ないため、発熱量には不定性がある。その上でこの変化の様子を踏まえると、B

について 50 µAのビームを使用することは危険であると言える。40 µAにビー

ムを下げた場合、800 Kほど低くなるため融解の危険はかなり低くなると考えら
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表 4.4 ビームカレントを変化させた場合の個体標的温度

標的 融点 [K] ビームカレント [µA] 温度 [K]

Li 453 50 230

40 185

30 141

20 98

10 53

B 2349 50 2061

40 1219

30 496

20 182

10 77

標的 融点 [K] ビームカレント [µA] 温度 [K]

Pb 601 50 352

40 282

30 214

20 143

10 81

CH2 398 50 18954

30 11378

10 3799

2 768

1 393

れる。

図 4.6 ビームカレントを変化させた時の発熱の様子

一方 CH2 は、シミュレーションによると 1 µAまでビームカレントを下げて

もまだ融解の可能性が高いと言える。そのため、ビーム径を、ϕ100 µmよりも広

くし、熱量を分散させる必要があると言える。

まとめると、接触熱伝達率を一律 100 W/m2K と考えた場合、ANSYS によ

る解析から (a)Be、C、Ca、Cr、Cuは 50 µAの電子ビームで融解の可能性は低

い。(b)Li、Pb、Bは 50 µAでは融解の可能性が高く、特に Bはビームカレント
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を 40 µAに下げるべきである。(d)CH2はビーム径を広げて実験を行う必要があ

る。という考察を行うことができる。

4.4 気体標的温度
前節と同様に有限要素法を用いて、気体標的の温度を導出した。以下に示す表

4.5 に気体標的の解析結果をまとめる。この表は気体周りの雰囲気温度が 25 K

であると仮定し ANSYSで解析を行った場合の最高温度、平均温度、内圧の値を

まとめたものである。これによると、なお emptyとはガス標的を封入せずに電

子ビームを Target Cellに照射した場合のシミュレーションであり、すなわちこ

の温度は Alのものである。Alの融点は 933 Kであるため Target Cellが融解す

るといった問題は生じないと言える。

ここで、低温であるセル内での気体圧力を求めるため、ファンデルワールスの

状態方程式

(P +
a

v2
)(v − b) = RT (10)

を用い平均温度から内圧を推定した。v は気体が 1 mol あたりに占める体積

[m3/mol]である。また、ファンデルワールスの状態方程式において a,bはどちら

も気体の種類によって決まる定数であるが、その値は一意的なわけでなくある程

度の任意性を持つ。とは言っても定数の値がオーダー単位で変化するわけではな

いため厳密な値を求める必要はない。ここでは、水素について a = 24.8× 10−3

Pa·m6/mol2、b = 26.7 × 10−6 m3/mol とし、He について a= 3.45 × 10−3

Pa·m6/mol2、b = 23.8× 10−6 m3/molとし、R = 8.314 J/mol·Kとして圧力の

計算を行った。なお、同位体においてはこの定数に大きな差がないと考え同様の

値を用いた。

内圧の様子を見ると、H2、3Heについては十分な冷却がされており、問題のな

い大きさであると言える。しかし 4Heについて見てみると、冷却が少し悪くなっ

ており圧力も相応に上がっている。とはいえオーダー単位で変化をするほど大き
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表 4.5 ANSYS解析による気体標的温度

標的 最高温度 [K] 平均温度 [K] 内圧 [× 103Pa]

T2 236 49.8 203

D2 297 60.0 367

H2 191 26 281
3He 233 38.7 227
4He 351 73.9 674

Empty(Al) 118

く変わっているわけではないため、破裂の危険性はないと言える。なお、T2、D2

については実際に Target Cellに封入して実験を行うわけではないため、今回は

議論しないこととする。
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5 標的セルの欠損質量測定への影響とセル厚の決定

ハイパー核の欠損質量を導く際、ビームエネルギー、散乱電子、K+ に関して、

通過物質中で損失した運動量 (エネルギー) 分を補正する必要がある。これは、

式 (7) に基づいて欠損質量を解く際に考慮するのはハイパー核の反応点での運動

学であり、磁気分光器解析等で導出したそのままの値ではないからである。入射

電子のエネルギーは加速器からの情報、散乱粒子については HRS、HKS の運動

量解析情報から得る。つまり、入射電子、散乱電子、K+ の標的セルも含めた標

的系での運動量損失をそれぞれ ∆pe, ∆pe′、∆pK として、

pe = pmeas.
e −∆pe (11)

pe′ = pmeas.
e′ +∆pe′ (12)

pK = pmeas.
K +∆pK (13)

のよう補正した運動量を式 (7) に代入する必要がある。ここで、pmeas. は加速器

や HRS、HKS で求められたそれぞれの粒子の運動量である。しかし、∆pe,e′,K

は実測できないため、標的や標的セルの厚さを仮定したシミュレーションを行

い、運動量損失の最頻値 (MPV) の値を補正項として採用する。つまり、シミュ

レーション内で正しい物質量を定義しないと、欠損質量再構成に誤差を生み、そ

れが直接 BΛ の決定の系統誤差となる。この系統誤差の観点では、ガス標的自身

の物質量は小さくその密度の不定性も数 %程度と小さいため、標的を設計する

うえでは主に標的セルの厚さとその一様性 (不定性) に気を付ければよい。標的

セルの厚さの一様性を良いものが必要であるという点から、セル形状は「ツナ缶

型」を採用するものとする (節 5.3.3 参照)。

また、標的系の物質によりエネルギーストラグリングや多重散乱の効果で欠損

質量分解能が悪化し、その悪化に比例してピークの中央値決定精度 (統計的な誤

差) が悪化する。標的セルはできる限り薄くできれば、セル厚の不定性による系
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統誤差やこの統計誤差を小さく抑えられることに繋がるが、真空中に設置するガ

スセルの耐圧性能が十分担保される設定でなければいけない。ガス封入時、オペ

レーション時のセル耐圧性能について JLab の標的グループとの議論を行い、二

つのセル設定のオプションの可能性を見出した：

• (セル設定 A) セル厚 t = 0.3 mm

標的セルを標的チェンバ内にインストールして冷却 (40 K) 後、ガスを封入

し閉じ込め、オペレーションへ移行する。標的セルへガスを導入するパイプ

や封じ込めのシステム等が必要であり、複雑なシステムとなる。そのため、

設計や製造により時間と労力がかかる。

• (セル設定 B) セル厚 t = 1.5 mm

室温 (300 K) でガスを標的セルに封入したのちに、真空をつくる標的チェン

バ内へインストール。オペレーション時に冷却する (40 K)。セルにパイプ等

の加工が必要なく非常にシンプルな設計。本設定において、t = 1.3 mm 程

度まで薄くできると算出されているが、本研究では t = 1.5 mm として議論

を進める。

これらの設定に対して、分解能悪化による統計誤差への影響、運動量損失補正に

関わる系統誤差系統を評価し、以上の二つのセル設計オプションのいずれかを決

定する必要がある。統計誤差、系統誤差の見積についての評価をそれぞれ節 5.1、

節 5.2 で示す。また、トータル誤差を節 5.3 で評価し、決定したセル設定を示す。
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5.1 統計誤差 |∆Bstat.
Λ |

欠損質量を導出するために用いる式 (7)において、偏微分を考えると、次の式

が得られる。

∂Mhyp

∂pe
∆pe = +

1

Mhyp

[
βe(Mtarget − Ek − Ee′)

+pe′cosθee′ + pkcosθek
]
∆pe (14)

∂Mhyp

∂pe′
∆pe′ = − 1

Mhyp

[
βe′(Mtarget + Ee − Ek)

−pecosθee′ + pkcosθe′k
]
∆pe′ (15)

∂Mhyp

∂pe
∆pk = − 1

Mhyp

[
βe(Mtarget + Ee − Ee′)

−pecosθek + pe′cosθe′k
]
∆pk (16)

∂Mhyp

∂θee′
∆θee′ = −

( 1

Mhyp

pepe′sinθee′
)
∆θee′ (17)

∂Mhyp

∂θek
∆θek = −

( 1

Mhyp

pepksinθek
)
∆θek (18)

∂Mhyp

∂θe′k
∆θe′k = −

( 1

Mhyp

pe′pksinθe′k
)
∆θe′k (19)

実験で導出する欠損質量の分解能は、上記の式 (14)–(19) に運動量 (∆p) 、角

度分解能 (∆θ)を代入し、すべての項の二乗和の平方根をとることで第一近似的

に求めることができる。

標的物質が起因となる多重散乱・エネルギーストラグリングによって、運動

量・角度分解能が悪化するのは必至である。これに伴い、欠損質量 (Λ 束縛エネ

ルギー) 分解能も悪化する。本章ではセル設定 A、B に対して、欠損質量の統計

誤差を定量的に評価する。節 5.1.1、節 5.1.2 では標的セルの厚さを変えたとき

の多重散乱の効果による角度分解能の悪化、エネルギーストラグリングによる

運動量分解能の悪化を評価し、式 (14)–(19) の二乗和平方根を用いてこれらの角

度・運動量分解能の悪化が欠損質量分解能にどの程度直接的に寄与するかを評価

する。しかし、実際には磁気スペクトロメータはビーム光学系として複雑なふる

まいを示すため、直接的な欠損質量への影響のみでなく、間接的な効果も存在す

48



5 標的セルの欠損質量測定への影響とセル厚の決定 5.1 統計誤差 |∆Bstat.
Λ |

る。例えば、標的における多重散乱により角度がばらつきその効果によって粒子

検出器での位置分解能が悪化すれば、結果として運動量分解能も悪化することと

なる。もちろん、HRS、HKS ともに point-to-point 収束するビーム光学として

設計されているため、ここで例として挙げた粒子の角度と運動量のカップリング

は小さい。しかし全くないわけでなく、わずかながらも存在する。つまりこの間

接的効果と呼んでいるのは、式 (14)–(19) の二乗和平方根を用いて導出する方法

で無視している共分散の項の寄与と言い換えることができる。このようなビーム

光学の複雑なふるまいも含めた標的物質の欠損質量 (束縛エネルギー) 分解能を

見積もるため、ビーム光学を組み込んだモンテカルロ (MC) シミュレーションを

用いた評価を行った。節 5.1.3 では、MC シミュレーションの結果得られたセル

設定 A、B に対する欠損質量分解能を示す。されに、期待される欠損質量分解能

と信号の統計量を考慮して Λ 束縛エネルギーの決定精度の統計誤差 |∆Bstat.
Λ | を

評価する。

5.1.1 多重散乱
多重散乱とは、図に示すような、荷電粒子が物質中を通過する際に、クーロン

力の影響で何度も散乱されてしまい、ビーム方向に角度を持つようになる現象の

ことである。

図 5.1 荷電粒子が物質を通過する際の多重散乱の様子の概念図

ビーム粒子や散乱粒子は、気体標的および標的セルを通過する際に多重散乱の

効果で角度に広がりを持つ。ガス標的における粒子の散乱は標的セルにおけるも

のと比べて小さいため、この節では標的セルにおける多重散乱の効果を評価す
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る*2。

多重散乱の効果を確認するため、Geant4を用いた解析を行いその値を確認し

た。前章のエネルギー損失のシミュレーションの際に用いたセットアップと同じ

く、直方体の単純モデルを用い、また、入射電子ビーム、散乱電子を 6.5 度、K

中間子を 12.5度の角度である厚さの標的セル (Geant4 内でアルミニウムとして

定義した) に照射し、通過した後の角度の様子を解析した。

MC シミュレーションで得られる角度の広がりの様子を表すヒストグラムの

例を図 5.2 に示す。多重散乱の効果による角度の広がり (∆θms) として、この

ヒストグラムをガウス関数でフィッティングして得られた分散 σ2 を、半値全

幅 (FWHM) に変換して評価する。Geant4 MC シミュレーションを用いて入射

図 5.2 12.5度 (≃ 218 mrad) に射出した K+ が特定の厚さの物質 (アルミニウム) を通過した際の多重
散乱による角度の広がりを Geant4 を用いた MC シミュレーションで求めた結果の例。赤い線はガウス関
数でフィッティングした結果である。

電子、散乱電子、K 中間子の異なる標的セルの厚さをに対する多重散乱による

角度の広がりを見積もった結果を表 5.1 に示す。セル設定 A、B の場合に、多

重散乱による角度の広がりが散乱電子 (K 中間子) に対してそれぞれ全幅で 0.5

(1.3) mrad 程度と 1.1 (3.2) mrad 程度と見積もられた。

*2 節 5.1.3で統計誤差を求める際はガス標的の効果も含めてシミュレートしている。
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表 5.1 各荷電粒子の標的セル厚を変化させたときの (多重散乱による) 角度の広がり ∆θms を Geant4 を
用いた MC シミュレーションで求めた結果。半値全幅で示している。

Target cell thickness Beam electron Scattered electron K+

t (mm) ∆θms
e (/10−4) (rad) ∆θms

e′ (/10−4) (rad) ∆θms
K (/10−4) (rad)

0.3 3.41 4.77 12.9

0.6 5.01 7.00 18.7

0.9 6.22 8.72 23.3

1.2 7.21 10.2 27.7

1.5 8.13 11.4 31.5

5.1.2 エネルギーストラグリング
エネルギーストラグリングとは、荷電粒子が物質中を通過する際に失うエネル

ギーの大きさに統計的ゆらぎが生じることで、荷電粒子のエネルギー分布が、物

質を通過した後では幅を持つようになる現象のことである。本実験において、欠

損質量の導出のために各粒子の反応前後にもつ運動量 (エネルギー) の情報を用

いるため、エネルギーストラグリングは欠損質量の分解能に影響する。ただし、

前節と同様気体標的における影響は標的セルにおけるものと比べて小さいため、

ここでは標的セルによる影響のみを評価する。

エネルギーストラグリングの効果も、前節の多重散乱の効果を見積もった際

に使用した MC シミュレーションを用いた。得られるエネルギー損失の分布は

図 4.1 のようにランダウ関数的になるが *3、本見積りでは、シミュレートして得

られたエネルギー損失ヒストグラムのMPV 周辺をガウス関数でフィッティング

してその分散 σ2 を導出し、それを全幅 (FWHM) へ変換した。

ここで、式 (14)–(19) にあるように欠損質量に影響するパラメータとしてはエ

ネルギーでなく運動量を用いるので、

p2 = E2 −m2 (20)

*3 図 4.1 は標的物質に落ちたエネルギー分布であるが、ここで見積もっているのは粒子が落としたエネルギーである。標的中で発生
する制動放射 γ 線等の標的物質で必ずしもエネルギーを落とさないが、入射粒子のエネルギーは損失している事象も多々あるため
厳密には一緒ではない。ピーク付近の分布関数は両者近い分布を持つので一見区別が難しいので注意が必要である。
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から導出できる式

∆p =
E

p
×∆E(

=
1

β
×∆E

)
=

√
p2 +m2

p
×∆E (21)

を用いてエネルギー分解能を運動量分解能に変換した。この変換の際、入射電

子、散乱電子、中間子に対する運動量をそれぞれ 4.2、2.7、1.2 GeV/c とした。

以上の解析から求めた、エネルギーストラグリングによる入射電子、散乱電子、

K 中間子の標的厚ごとの運動量の広がり (∆pst) を表 5.2にまとめる。前述の通

表 5.2 各荷電粒子に対する、エネルギーストラグリングによる標的セル厚ごとの運動量の広がり。値を半
値全幅 (FWHM) で示している。

Target cell thickness Beam electron Scattered electron K+

t (mm) ∆pste /p (/10−5) ∆pste′/p (/10−5) ∆pstK/p (/10−5)

0.3 6.35 5.53 5.56

0.6 7.2 10.6 10.3

0.9 16.4 12.4 13.6

1.2 21.2 20.2 15.6

1.5 27.2 25.6 19.1

り、磁気スペクトロメータ固有の運動量・角度分解能に表 5.1、表 5.2でまとめた

多重散乱とエネルギーストラグリングの効果を加味した分可能を評価し、それら

を式 (14)–(19) に代入し、二乗和の平方根をとることで第一近似的に欠損質量の

分解能を求めることが可能である。しかし、より正確な分解能の導出にはこれで

は不足がある。次項にて詳しく説明する。

5.1.3 実験分解能の総合評価と統計誤差のまとめ
節 5.1.1、節 5.1.2 において、直接的に欠損質量の分解能に寄与する効果として

多重散乱とエネルギーストラグリングの大きさを定量的に議論した。これらの効

果は直接的に欠損質量分解能に反映されるが、これらの効果は HRS、HKS の粒

子検出器における位置、角度分解能の悪化としても寄与する。我々の実験では、
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HRS、HKSの粒子検出器での粒子の位置・角度情報を逆輸送行列を用いること

で標的における粒子の運動量ベクトルとして算出する。そのため、多重散乱やエ

ネルギーストラグリングの効果がどの程度運動量・角度再構成分解能に寄与し、

最終的に欠損質量測定分解能として反映されるかは、HRS、HKS のビーム光学

情報を組み込んだモンテカルロ (MC) シミュレーションにより評価する必要が

ある。

表 5.3 に Geant4 を用いた MC シミュレーションの結果を示す。本見積では、

PCS+HRS、PCS+HKS に対して独立のシミュレーションコードを用いて行っ

た。磁石の３次元的磁場情報や標的物質もシミュレーション内に構築している。

本シミュレーションでは、3 mg/cm3 のヘリウムガスを ϕ200 mm のツナ缶型の

表 5.3 PCS+HRS、PCS+HKS のビーム光学情報を含んだ MC シミュレーションによる標的セル厚 t

を変化させた際の運動量、角度分解能の変化。ガス密度が 3 mg/cm3 のヘリウムガスがツナ缶型のセルに
封入されている場合を仮定し、標的セルの材質はアルミニウム (2.7 g/cm3) とした。標的セル厚がゼロの
点については、ガスもシミュレーションには設定していない。全て半値全幅 (FWHM) の値である。なお、
x′、y′ はそれぞれ px

pz
、 py

pz
と定義される量で角度を表す。

Thickness t dpe′/pe′ dpK/pK δx′
e′ δy′e′ δx′

K δy′K dMHYP

(mm) (/10−4) (/10−4) (/10−3) (/10−3) (/10−3) (/10−3) (MeV/c2)

0.0 2.88 4.48 1.68 1.10 1.32 0.99 1.0

0.3 3.20 5.68 1.90 1.44 1.92 0.97 1.1

1.5 3.84 6.72 2.36 1.90 3.38 0.99 1.3

セルに封入した場合を仮定し、標的セルを 0–1.5 mm の間で変化させて運動量、

角度分解能を全幅として見積もった。表の最後の列には、得られた運動量、角度

分解能からモンテカルロ的に見積もった 3He(e, e′K+)3ΛH に対する欠損質量分解

能 (FWHM) を示している。得られるピークの分布をガウス関数を仮定すると、

Λ 束縛エネルギーの統計誤差 (∆Bstat.
Λ ) は以下のように決まる：

|∆Bstat.
Λ | = FWHM

2
√
2 ln 2×

√
NHYP

(22)

ここで、NHYP はハイパー核の収量である。NHYP は以下のように求める：

NHYP =
dσ

dΩK

× dΩK ×Ntarget × Γint ×Ne × ϵ× fdecay × fdensity (23)
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NHYP は 3
ΛH (4ΛH) に対して 260 (215) カウントと得られる。ここで、各パラメー

タの値として、微分断面積
(

dσ
dΩ

)
= 5 (20) nb/sr [38]、立体角 dΩK = 7 msr、標

的数 Ntargert = 7.0×1021 (1.0×1022) cm−2、仮想光子フラックス Γint = 2×10−5

/electron、Ne =
50 µA

e
× 3600× 24× 20 (2) days = 5.4× 1020 (5.4× 1019)、トー

タル検出効率 ϵ = 0.26 × 0.75 (K+ の崩壊率、DAQ その他検出効率)、ビーム

照射時のガス密度の低下効果 [25] fdensity = 0.50 を仮定した。Ntarget の算出の

際、ヘリウム３（４）のガスの密度を 2 (4) g/cm3 とした。また、ϕ200 mm の

ツナ缶型標的のうち、200 − (2 × tcut) mm の範囲を実際に解析に使える領域と

した。これは、標的セルから発生した粒子の事象をデータ解析で除去しガス領域

からの事象を選定する際に反応位置 zt の再構成情報を用いるが、この分解能が

15 mm (FWHM = σz × 2
√
2 ln 2) と MC シミュレーションで見積もられてい

るため tcut = 2σz = 13 mm としている。以上で見積もられた期待される収量と

エネルギー (欠損質量)分解能を式 (22)に代入すると、表 5.4のようにセル設定

A、B それぞれについて |∆Bstat.
Λ | が得られる。

表 5.4 標的セル設定 A、B に対する、3
ΛH の Λ 束縛エネルギーを決定する際の統計誤差 |∆Bstat.

Λ | の評
価のまとめ。括弧内の数値は 4

ΛH の測定について見積もられる統計誤差である。

Target cell type Cell wall thickness t (mm) |∆Bstat.
Λ | (keV)

A 0.3 29 (32)

B 1.5 34 (37)

5.2 系統誤差 |∆Bsys.
Λ |

本実験における Λ 束縛エネルギーの系統誤差は主に、(i) Λ、Σ0 を用いたエネ

ルギー校正手法、(ii) 標的物質における運動量 (エネルギー)損失の補正、に起因

する。(i)の誤差はこれまでの実験により、|∆Bsys.;calib.
Λ | = 50 keV 程度であると

期待されるため [13]、BΛ の系統誤差は、

|∆Bsys.
Λ | =

√
|∆Bsys.;dp

Λ |2 + |∆Bsys.;calib.
Λ |2 (24)

=

√
|∆Bsys.;dp

Λ |2 + 502 keV (25)
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と計算される。ここで、|∆Bsys.;dp
Λ | は、式 (11)–(13) に示した運動量損失補正に

関わる系統誤差である。標的セルの厚さのばらつきの標準偏差を 10% と仮定し

て、標的セル厚 t を 0.3–1.5 mm の範囲で変化させ、系統誤差がどのように変化

するかを見積もった結果を表 5.5 に示す。10% のばらつきの場合には、0.9 mm

厚のセルで目標の 100 keV を系統誤差のみで超えてしまうため、問題であると

考えられる。そこで、本設計ではセル形状を「ツナ缶型」とし、形状を簡素化す

表 5.5 標的セル厚のばらつきの標準偏差を 10% と固定した場合の運動量損失補正に起因する Λ 束縛エネ
ルギーに対する系統誤差 |∆Bsys.;dp

Λ | の見積り。

Cell wall thickness t |∆Bsys.;dp
Λ | |∆Bsys.

Λ |
(mm) (keV) (keV)

0.3 29 59

0.6 59 77

0.9 88 101

1.2 120 130

1.5 150 158

ることによってセル厚のばらつきを抑えることを目指した。これにより、セル厚

のばらつきを標準偏差で σt = 25 µm に抑えることが現実的に可能である。この

セル厚のばらつきは、t = 0.3、 1.5 mm に対してそれぞれ 8.3%、2.0% の誤差

に対応する。表 5.6 に σt = 25 µm を仮定した場合の、セル設定 A、B に対する

表 5.6 標的セル厚さ t のばらつきが σt = 25 µm の標準偏差をもつ場合の Λ 束縛エネルギー測定の系統
誤差 |∆Bsys.

Λ | の見積り。括弧の中の数値は運動量補正に関わる系統誤差 |∆Bsys.;dp
Λ | を示す。参考までに

厚さのばらつきが σt × 3 = 75 µm の場合も示している。

σt = 25 µm σt × 3

Production Systematic error t = 0.3 mm t = 1.5 mm t = 0.3 mm t = 1.5 mm

Target cell A Target cell B

Λ |∆Bsys.
Λ | (18) (22) (53) (55)

3
ΛH (|∆Bsys.;dp

Λ |) (keV) 55 (23) 59 (29) 84 (68) 86 (70)

系統誤差をまとめた。参考として、 σt × 3 = 75 µm の標準偏差のばらつきを持

つ場合も示している。なお、Λ 生成に対する系統誤差については運動量補正に関

わる誤差しか示していない。Λ は運動量校正に使用するため、この運動量補正誤

差が |∆Bsys.;calib.
Λ | の方に反映される。つまり、ここで議論した Λに対する運動
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量補正の誤差 (σt = 25 µm の場合には 20 keV程度) も考慮して、式 (25) で使

用した |∆Bsys.;calib.
Λ | = 50 keV を仮定した。

5.3 トータル誤差 |∆Btot.
Λ | と標的セルの決定

5.3.1 トータル誤差の算出
以上で評価したセル設定 A、B に対する統計誤差、系統誤差の両方を考慮した

トータルの誤差を以下のように見積もる：

|∆Btot.
Λ | =

√
|∆Bstat.

Λ |2 + |∆Bsys.
Λ |2 (26)

式 (26) に表 5.4、表 5.6 にまとめた統計誤差、系統誤差の値を代入し、セル設定

A、B に対するトータル誤差を評価した。表 5.7 にその結果をまとめる。セル設

表 5.7 セル設定 A、B の場合の、3
ΛH の Λ 束縛エネルギー測定のトータル誤差の見積り。括弧内の数値

は 4
ΛH に対する見積りを示す。

Target cell type Cell wall thickness (mm) |∆Btot.
Λ | (keV)

A 0.3 62 (63)

B 1.5 68 (69)

定 A、B に対するトータル誤差はそれぞれ |∆Btot.
Λ | = 62、68 keV と見積もられ

どちらの設定でも我々の要求を満たしていることが分かった。また、4
ΛH のトー

タル誤差は、3
ΛH のトータル誤差と同程度である。

5.3.2 標的セル設定の決定
以上で評価した Λ 束縛エネルギー測定の精度の観点では、セル設定 A、B の

どちらも十分でありることから、より簡易的なシステムであるセル設定 B を選

択するべきだと言える。しかし、実験を遂行するにあたって注意すべき事とし

て、トリガーレート (コンピュータ対してデータの記録を要求するスピード) も

一つの大きなポイントとなる。物理模型に基づいた疑似データを PCS+HRS、

PCS+HKS をモデル化した MC シミュレータで解析し、トリガーレート (主に
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背景事象を起因とする粒子がつくる偶発的コインシデンスの計数率) を見積もる

ことができる。このレートシミュレータは片山氏 (京大、2020年度修士論文) が

本実験に条件に最適化する形で開発したもので、過去に JLab Hall C で行われ

た E05-115 (HES-HKS) 実験のトリガーレートを良く再現することが確認され

ている。本シミュレータでヘリウムガス標的をセル設定 A、B に封入した場合

を仮定し、トリガーレートを見積もるとそれぞれ 0.2 kHz、1.5 kHz 程度である

と見積もられた [39]。この際、トリガー条件に HKS に設置されているエアロゲ

ルチェレンコフ検出器による π+ の除去、水チェレンコフ検出器による陽子の除

去の条件も含まれている [40]。典型的な許容できるトリガーレートは 2 kHz 程

度であり、設定 B の場合の 1.5 kHz においても十分高いデータ収集 (DAQ) 効

率を維持してデータ取得できるようにも思われる。しかし、予期せぬバックグラ

ウンドが発生しないとも限らない。実際に、過去の E05-115 (HES-HKS) 実験

では標的からの電子-陽電子対生成反応からの陽電子が K 中間子用の磁気スペク

トロメータのある一部のコンポーネントへヒットし、そこからの二次的粒子の影

響でトリガーレートを逼迫したため、特に陽子数の大きい標的に対してビーム強

度を弱めて (つまり、単位時間あたりの信号の収量をさげる形で) 実験を進めざ

るを得なかった [13]。本実験ではこの陽電子バックグラウンドが入ってこない設

計にはなっているとはいえ、新しいビーム光学 (HRS-HKS の組み合わせ初めて

の設定。さらにこの上流に設置する PCS は新設磁石である) での実験であるた

め、余裕を持った設計は不可欠である。すなわち、トリガーレートに余裕を持っ

た設計という観点で設定 A が望ましい。さらに我々の実験では、ハイパー核の

収量を大きくするため、磁気スペクトロメータをなるべく前方角度に設置する。

そのため、標的下流のビームダンプライン (使われなかったビーム電子やビーム

照射により発生した二次的粒子をビームダンプへと導く真空パイプ) をなるべく

スリムに作りものの干渉を避ける必要がある。仮にビームが通過する物質量が多

いと、先述した多重散乱等の効果によりビームが広がるためそれに応じてビー

ムパイプを太くする必要が出てきてしまう。つまり、ビームダンプラインも含
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めたセットアップの詳細設計上、セル設定 A を採用することに利点がある。以

上のように、(a) Λ 束縛エネルギー測定のトータル誤差、(b) トリガーレート、

(c) ビームダンプラインのスリム化の必要性を総合的に考慮し、セル設定 A (標

的セル厚さ t = 0.3 mm) を採用することと決定した。

5.3.3 セル形状についての補足 (ツナ缶型 vs. 葉巻型)

セルの形状について、本研究ではセル厚さ一様性を重視し「ツナ缶型」を採用

している。しかし、過去に JLab Hall A で我々のグループが行った nnΛ 状態の

探索実験 [26, 27] では、長さ 250 mm の「葉巻型」のセルが採用され、そこに

0.1 g のトリチウムガス (約 40 TBq) を封入し実験に使用した [25]。この葉巻型

のトリチウムガス標的には、葉巻の先端 (人が葉巻をくわえる場合に、口に向か

う側) からビームを照射し、散乱粒子は葉巻の側面 (人が葉巻を持つ面) から散乱

粒子が通過する。葉巻型はツナ缶型に比べて、ガス密度を同じ場合に封入するガ

スの量が少なくて済むという利点がある。しかし、この実験で使用したトリチウ

ムガス標的はハイパー核実験以外の他の実験とも共通で使用した標的であり、以

下の主な２点の理由で、nnΛ 探索実験に最適なものではなかったと言える：

• 葉巻側面における粒子の通過距離

Λ ハイパー核の収量を高めるために磁気スペクトロメータを前方角度

(θspec. = 13.2 deg) に設置した。そのため、葉巻側面の標的セルにおける

粒子に対してセル厚さ (おおよそ t = 0.4 mm) に乗ずる形で 1
sin θspec.

≃ 4.4

のファクターがかかり、のセル内通過距離が長くなってしまった。これによ

り、節 5.1 や節 5.2 で述べた BΛ 測定の統計誤差や系統誤差を抑えるのが難

しかった。

• 標的セル厚の一様性

葉巻型セルを製作する際、アルミ合金の塊をくり抜く工程がある。その際ド

リルで加工するので、250 mm 超の長いドリルを扱うが、深く削ったときに

振動やブレを抑えるのは技術的に難しく、厚さに一定のむらが生じてしまっ
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5 標的セルの欠損質量測定への影響とセル厚の決定 5.3 トータル誤差 |∆Btot.
Λ | と標的セルの決定

た。実際の nnΛ 実験で使用したトリチウム標的とエネルギー校正用標的で

ある水素に使用したセルの厚さ測定の位置によるばらつきは標本偏差で (側

面だけでのデータを用いて) 9–24% もあった [25]。

本実験においても、nnΛ 探索実験と同様の葉巻型の可能性についても考察した。

葉巻型の標的セルを散乱電子スペクトロメータの方へ傾ける (標的セルの長手方

向の向きを散乱電子の散乱角度にそろえる) ことにより、上にのべた 1/ sin θspec.

のファクターを抑えることができる。しかし、葉巻型セルの現実的に得られる厚

さの一様性を考慮して標的物質中の運動量 (エネルギー) 損失補正に関わる系統

誤差 (5.2 章) を見積もると、本実験の要求を満たすことが難しいことが分かっ

た。そのため、本実験における標的セル形状として「ツナ缶型」を採用すること

を決定した。
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6 まとめ

本研究では、米国・JLab で計画している 3He(e, e′K+)3ΛH 反応を用いたハイ

パートライトンの Λ 束縛エネルギー精密測定 (JLab C12-19-002 実験) のための

極低温ガス標的の基本設計を行った。設計するにあたり主に以下の三点を考慮し

た：(a) 得られる物理結果、(b) 除熱性能、(c) その他機械的な制約。本研究の定

量的な評価のために三次元要素法を用いた熱伝導計算が可能な ANSYS と磁気ス

ペクトロメータのビーム光学を組み込んだ Geant4 モンテカルロシミュレーショ

ンを用い、ガス標的セルの形状を「ツナ缶型」、大きさを「ϕ200 mm」、セル厚

を「0.3 mm」と決定した。この設計において 3
ΛH の Λ 束縛エネルギー測定にお

けるトータル誤差 (統計、系統誤差の両方を考慮した誤差) は |∆Btot.
Λ | = 62 keV

と得られ、我々が求める要求を十分満たす。また、本実験では 40Ca や 208Pb と

いった固体標的も用いるため統合的な標的システムが必要とされる。本研究で

は、固体・ガス標的の統合標的システムのコンセプト設計と簡易モデルでの除熱

性能の計算を行い、ガス、固体標的を同じシステムに乗せることが可能であるこ

とも確認した。本研究により決定したガス標的の基本設計パラメータと固体・ガ

ス標的統合系のコンセプト設計をもとに今後 JLab 標的グループと詳細設計の議

論を開始する。
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